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前橋市長から定期監査の結果に対する措置について通知がありましたので、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、別紙のとおり公
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総務部定期監査結果に係る措置通知書 
 

                                                                  措置日 令和元年１１月７日   
監   査   結   果 

（指摘・要望事項） 
指摘事項に対する措置内容及び 

要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：職員課】 
 

１ 契約事務について（指摘事項） 

職員採用試験問題作成等委託業務（教養試

験・適性検査）の単価契約において、仕様書

の受験見込者数に応じた単価により予定価格

を作成し見積合わせを行っているが、見積書

には受験見込者数が減少した場合の単価につ

いても記載があり、予定価格の積算に含まれ

ていない単価についても契約を締結していた。

また、職員採用試験問題作成等委託業務（択

一式専門試験・適性検査）の単価契約におい

て、仕様書で提示していない、料金の総額が

一定額を超えた場合に委託金額を減額する条

件を付して契約を締結していた。 

契約規則、役務等業務に係る契約事務取扱

要領及び役務等業務委託契約事務マニュアル

にのっとり適正な事務処理を行うよう改善さ

れたい。 

 

 

２ 債権管理事務について（指摘事項） 

職員給与支給明細書裏面広告料において、

履行期限までに納入しない者に対し、債権の

管理に関する条例施行規則第３条で規定する

履行期限後２０日以内に督促状を発していな

かった。 

債権の管理に関する条例、同条例施行規則

にのっとり適正な事務処理を行うよう改善さ

れたい。 

 

３ 契約事務手続きについて（要望事項） 

非常勤職員等の社会保険及び労働保険等の

諸手続等に関する業務において、一部の業務

については業務内容が確定する前に契約事務

手続きを行っているため、詳細な業務内容に

ついて仕様書などで提示できておらず、契約

締結時点では当該業務に要する費用が確定で

きずに、協議により契約金額を決定していた。 

協議により決定した金額は、契約規則で定

める見積書の徴取を省略できる範囲内であっ

たが、現状の契約では金額の多寡にかかわら

ず見積合わせを実施する余地がないことを踏

まえると、適切な契約内容であるか疑義が生

 
 

 

職員採用試験問題作成等委託業務（教養試

験・適性検査）については、次年度より数量

に応じた単価を契約先が公表していることか

ら、あらかじめ本市が作成する仕様書に見込

み数量（最小発注数）を下回った場合には別

途協議を行う旨を記載する。また、受験見込

みに応じた数量（最小発注数）及び単価にて

予定価格を作成のうえ、見積合わせを実施す

る。受験者数が単価契約時の見込み数量（最

小発注数）を下回る場合には、別途変更契約

事務を進めるものと決定した。 

職員採用試験問題作成等委託業務（択一式

専門試験・適性検査）については、減額条件

を契約先が公表しているものであることから、

あらかじめ本市が作成する仕様書に減額要件

を明記したうえで次年度より契約事務を進め

るものと決定した。 

 

 

債権管理事務については、歳入整理表を作

成し、担当者２人及び係長が毎週納付確認を

行い、履行期限までに納付されていない場合

には、債権の管理に関する条例施行規則第３

条の規定に基づき、履行期限後２０日以内に

督促状を発するよう改善することを決定した。 

 

 

 

 

非常勤職員等の社会保険及び労働保険等の

諸手続等に関する業務については、次年度以

降、「主務官庁による調査への対応又は立会業

務」を年度当初の契約内容として含めず、必

要が生じた際に別の契約として事務手続きを

実施するよう改善することを決定した。 

 

 

 

 

 

 



監   査   結   果 
（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 

要望事項に対する考え方等 

じる状況であった。契約事務手続きの公正性

や透明性を確保するために、業務内容が確定

してから別の契約として事務手続きを実施す

るなど、より適切な事務処理となるよう検討

されたい。 

 

【監査対象所属：防災危機管理課】 
 

１ 契約事務について（指摘事項） 

防災防犯情報等に係るメール配信および運

用業務ほか複数の業務の契約書において、契

約規則第５３条で規定する契約書に記載しな

ければならない事項のうち、契約保証金に関

する事項の部分が記載されていなかった。 

契約規則にのっとり適正な事務処理を行う

よう改善されたい。 

 

２ 収納金の払い込みについて（要望事項） 

防災ラジオ管理運営委託業務において、仕

様書では、収納した現金を翌日（金融機関が

休日の場合は翌営業日）までに指定金融機関

等に払い込むこととしているが、受託者によ

る収納金の払い込みが大幅に遅延しているも

のが複数あった。 

受託者に対して、仕様書にのっとった払い

込みを行うよう指導し、より適切な収納委託

事務となるよう努められたい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約事務については、契約保証金に関する

事項を記載し、契約規則にのっとり適正な事

務処理を行うよう改善した。 

 

 

 

 

 

 

収納金の払い込みについては、仕様書のと

おり、収納した現金を翌日（金融機関が休日

の場合は翌営業日）までに指定金融機関等に

払い込むことを徹底するよう受託者に指導し

た。 
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